二戸地区広域商工観光推進協議会地域産業育成助成金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、二戸地域の事業者が行う、経営環境の変化に対応する新しい取組及び経営革新に資する取組を支援し、地域を牽引していく事業者を育成することを目的として、二戸地区広域商工観光推進協議会（以下「協議会」という。）が実施する助成金の交付に関し、必要な事項を定める。

（定義）

第２条　この要綱において、「事業者」は、二戸地域（二戸市、軽米町、九戸村及び一戸町で構成される区域をいう。以下同じ。）に主たる事業所を設置し商工業又は観光産業を営む個人、法人又は団体、二戸地域において農林業を営む個人、法人又は団体、その他協議会会長（以下「会長」という。）が適当と認める個人、法人又は団体をいう。
（助成対象者）

第３条　助成金の交付対象となる事業者は、第７条の規定により二戸地域の市町村、商工会及び観光協会（（一社）二戸市観光ツーリズム協会含む。以下同じ。）の推薦を受けた者とする。
（助成事業の内容及び助成対象経費）

第４条　助成金の交付の対象となる事業（以下「助成事業」という。）及び経費（以下「対象経費」という。）は、別表のとおりとする。
（助成金の額）

第５条　助成金の額は、対象経費の５分の４以内とする。なお、この場合の上限額は、次のとおりとする。
(1)　物産展等出展経費
１事業者につき同一年度10万円
(2)　(1)以外の経費
　　 １事業者につき同一年度20万円

２　助成金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。
（助成事業の完了期限）

第６条　助成事業は、令和７年３月14日までに完了しなければならない。
（候補者の推薦）

第７条　二戸地域の市町村、商工会及び観光協会は、管轄する地域の助成対象者から助成金交付の申し出があったときは、その内容を審査し、助成金を交付すべきものと認められる場合は、会長へ推薦することとし、地域産業育成助成推薦書（様式第１号）を助成金の交付の申請をしようとする者に交付する。
（交付の申請）

第８条　前条の規定により推薦を受けた助成対象者は、地域産業育成助成推薦書（様式第１号）及び地域産業育成助成金交付申請書（様式第２号）並びに事業計画書・事業費積算書（様式第２号の２）を会長に提出するものとする。

（交付の決定）

第９条　会長は、前条の規定による地域産業育成助成金交付申請書の提出があったときは、これを審査し、その結果を地域産業育成助成金交付決定（却下）通知書（様式第３号）により通知するものとする。

２　前項の審査において、会長が必要と認めるときは現地調査を行うことができる。
（助成事業の内容及び事業費の変更）

第10条　助成事業者は、助成事業の内容及び事業費を変更しようとするときは、地域産業育成助成金に係る事業の内容（事業費）変更承認申請書（様式第４号）を、速やかに会長に提出しなければならない。

（変更の承認通知）
第11条　会長は、前条の規定による地域産業育成助成金に係る事業の内容（事業費）変更承認申請書を受理した場合において、承認申請に係る内容が適正であると認めたときは、地域産業育成助成金に係る事業の内容（事業費）変更承認通知書（様式第５号）により、助成事業者に通知するものとする。
（事業の中止等）

第12条　助成事業者は、助成事業を中止しようとするとき又は交付の申請を取下げようとするときは、地域産業育成助成金に係る事業中止（取下げ）届出書（様式第６号）により、速やかに会長に届け出なければならない。
（実績報告等）

第13条　助成事業者は、助成事業が完了したときは、速やかに地域産業育成助成金に係る実績報告書（様式第７号）及び地域産業育成助成金請求書（様式第８号）を会長に提出しなければならない。

（助成金の額の確定等）

第14条　会長は、前条の規定による地域産業育成助成金に係る実績報告書及び地域産業育成助成金請求書の提出があったときは、これを審査し、確定させた助成金の額を、地域産業育成助成金確定通知書（様式第９号）により助成事業者に通知するとともに、助成金を交付するものとする。

　２　前項の審査において、会長が必要と認めるときは現地確認を行うことができる。

（立入検査等）

第15条　会長は、助成事業の適正を期するため、助成事業者に対して、必要な報告を求め、又は協議会の職員にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２　助成事業者は、助成事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業務を行う者と契約締結するに当たっては、会長が、助成事業の執行適正を期するため、当該委託の業務を行う者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業所場等に立ち入り、帳簿書類その他必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を付さなければならない。

（書類の整備等）
第16条　助成事業者は、助成事業に係る助成金の経理を明らかにした書類を整備し、当該助成事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間（当該助成事業により取得し、又は効用の増加した財産に係る処分の制限期間が５年を超える場合にあっては当該処分の制限期間）これを保存しなければならない。
（消費税等仕入控除税額に係る報告等）
第17条　助成事業者は、第８条の規定により助成金の交付の申請をするに当たって、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（助成対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に助成率を乗じて得た額をいい、以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除額が明らかでないものについては、この限りでない。
２　助成事業者は、前項のただし書の定めるところにより交付の申請を行った場合において、実績報告を提出するに当たり、当該助成金に係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを助成金額から減額して報告しなければならない。
（財産の管理）
第18条　助成事業者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した財産について、事業完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、本補助金の交付の目的に従ってその効率的な運用を図らなければならない。
２　助成事業者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上の設備・備品等について、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経過するまで、会長の承認を得ずに、この支援事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
（助成金の返還等）

第19条　会長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、交付決定を取消し又は交付した助成金の全部若しくは一部を返還させることができる。

　(1)　提出書類の記載事項に偽りがあったとき。

　(2)　その他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。

（補則）

第20条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。

附　則

　この要綱は、平成27年７月31日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成28年９月７日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成29年６月８日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成30年６月22日から施行する。
　　　附　則

　この要綱は、令和元年７月９日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、令和２年８月17日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、令和３年７月７日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和４年６月29日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和５年６月28日から施行する。
　附　則
　この要綱は、令和６年６月７日から施行する。
別表（第４条関係）
	助成事業
	対象経費

	新商品・新技術・新役務開発
	原材料費（試作分に限る）、外注加工費（試作分に限る）、検査分析費、研修費、会場借料、印刷製本費（試作分に限る）、資料購入費、通信運搬費、借料、消耗品費、専門家謝金、専門家旅費、旅費、設備・備品導入費

	販路開拓
	物産展等出展経費、広告宣伝費、研修費、会場借料、会場整備費、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借料、消耗品費、専門家謝金、専門家旅費、旅費、　　　　設備・備品導入費

	人材育成
	会場借料、印刷製本費、研修費、資料購入費、通信運搬費、借料、消耗品費、専門家謝金、専門家旅費、旅費

	事業承継に向けた取組
	原材料費、専門家謝金、専門家旅費、旅費、広報費、会場借料、外注費、
委託費、設備・備品導入費

	その他特に必要と認められる事業
	会長が特に必要と認める経費


※　事業に必要な設備・備品の導入については、原則、賃貸やリースで対応することとする。やむを得ず
　設備・備品の購入を行う場合は、事業の趣旨に合致するとともに、事業の実施に真に必要不可欠であり、
　事業終了後の扱いが明らかかつ確実なものに限ることとする。
